
～～「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方と教員養成～

日本教育大学協会

エビデンスに基づく国立大学教員養成の将来像検討WG

「国立大学教員養成の将来像検討グループ」活動報告書
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ははじめに①

近年、 我が国の学校教育を取り 巻く 環境は、 少子化の進行、 教員不足の深刻化、 教育課題の高度
化・ 複雑化など、 大きな転換期を迎えている。 と り わけ、 「 令和の日本型学校教育」 が目指す個別
最適な学びと 協働的な学びの実現、 ICTや教育データの活用、 多様な背景や専門性を有する人材に
よるチームと しての学校運営に対応するため、 従来の教員養成の在り 方を見直す必要が生じている。
こ う した状況の下で、 国立教育系大学・ 学部が今後どのよう な役割を担う べきかについても 、 改め
て検討するこ と が求められている。
日本教育大学協会では、 「 エビデンスに基づく 国立大学教員養成の将来像検討WG」 の下に「 国立

大学教員養成の将来像検討グループ」 を設置し、 令和４ 年度から活動を進めてきた。 同グループで
は、 以下の「 国立教育系大学・ 学部の将来像を考える視点」 と して４ つの論点と 、 その前提と して
確認すべき３ 点を整理し、 情報収集及び実態把握を行ってきた。

【国立教育系大学・学部の将来像を考える視点】
①教員養成の高度化
②国立と 私立の役割分担
③国立教育系大学・ 学部と 教育委員会の関係
④人材の多様化と 免許・ 課程認定化

【前提として確認すべき事項】
⑤教育人材政策の動向
⑥人口減少と 教員需給の見込
⑦国立と 私立の教員養成の現状

また、 令和６ 年度と 令和７ 年度には、 「 『 今、 教員養成に求められているこ と は何か』 ～変化の
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ははじめに②

激しい時代の教員養成の在り 方を考える～」 をテーマに、 ２ 回のシンポジウムを開催した（ シンポ
ジウムの概要については参考資料を参照） 。

【 令和６ 年度】
(1)特別講演「 今、 教員養成に求められているこ と は何か」

鈴木 寛（ 東京大学教授、 慶応義塾大学特任教授、 社会創発塾塾長）
(2)パネルディ スカッ ショ ン

鈴木 寛（ 東京大学教授、 慶応義塾大学特任教授、 社会創発塾塾長）
後藤 教至（ 文部科学省総合教育政策局教育人材政策課長）
佐々木 幸寿（ 将来像検討WG座長、 東京学芸大学理事・ 副学長）

【 令和７ 年度】
(1)講演「 私立大学における教員養成の現状と 課題」

森山 賢一（ 玉川大学大学院 教育学研究科教授／全国私立大学教職課程協会業務執行理事）
(2)講演「 私教員の質の担保と 採用率の向上に向けて～現状と 支援体制～」

柘植 良雄（ 岐阜聖徳学園大学教育学部教授）
(3)講演「 変化する若者と 北海道の広域性に対応する教職課程の在り 方－学生の意欲喚起のための取組と その検証－」

鳴海 昌江（ 北星学園大学文学部教授）
(4)パネルディ スカッ ショ ン（ ※講演者３ 名によるパネルディ スカッ ショ ン）

現在、 中央教育審議会において新たな免許制度の検討が行われており 、 教員不足が解消しない中、
教員需給の見通しが明確でない状況にある。 このよう に前提条件の見通しが立ちにく い状況ではあ
るが、 「 国立大学教員養成の将来像検討グループ」 は、 今後の制度改革や各大学の取組の検討に資
する論点を提示するこ と により 、 国立教育系大学・ 学部における教員養成の将来像を考えるための
足掛かり と するこ と を目的と して、 本報告書を作成した。
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国国立教育系大学・学部の将来像を考える視点

01

教員養成の高度化

02

国立教育系大学・学部と教育委員会の関係

03

国立と私立の役割分担

04

人材多様化と免許・課程認定制度

（前提として確認すべき事項）

▶教育人材政策の動向 ▶人口減少と教員需給の見込 ▶国立と私立の教員養成の現状
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前前提確認①

教育人材政策の動向

教員確保政策

人材の多様化、教
師の量・質の確保

高度化の推進

修士レベル化、教
職大学院・修士課
程の役割

免許・課程認定

免許制度、課程認
定、教職課程の在
り方

国立の役割

国立教育系大学・
学部が担うべき役
割の明確化

※中央教育審議会 教員養成部会にて免許法の改正を見据えた

「今後の教職課程や教員免許制度の在り方」が検討されている。

学生が個々の「強み、専門性」を伸ばせる柔軟なカリキュラムへ。

⇒教員免許が取得しやすく ⇒多様性の確保
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前前提確認②

人口減少と教員需給の見込み

教員需要の動向

• 教員年齢構成の推移（退職者数の変化）
• 児童生徒数の推移・学級編制基準
• 定年延長・教員定数政策

教員供給の動向（特に小学校）

• 22歳人口・大学進学率の動向
• 免許授与率の推移
• 採用試験受験率の変化
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前提確認③

国国立と私立の教員養成の現状
各都道府県の状況の違い

• 都道府県内の小学校教員養成にかかる私立大学・短大の占有率（小学校の教職課程認定を受け
ている私立大学・短大の学科の定員数／都道府県内の小学校の教職課程認定を受けている大
学・短大の定員数）は様々（下図参照）。
※東京都のように私立大学・短大の占有率地域もあれば、秋田県、高知県のように小学校の教員

を養成しているのは国立大学のみ、という地域もある。
• 中高の教員養成を含めた開放制の大学の教員養成の実態を把握することは困難。

私立大学の割合 都道府県名

76％～100％ 群馬県、 東京都、 神奈川県、 大阪府、 兵庫県

51％～75％ 宮城県、 栃木県、 埼玉県、 千葉県、 富山県、 石川県、 岐阜県、 静岡県、
愛知県、 三重県、 京都府、 奈良県、 岡山県、 広島県、 山口県、 徳島県、
福岡県、 佐賀県、 大分県、 宮崎県、 鹿児島県、 沖縄県

26％～50％ 北海道、 青森県、 岩手県、 山形県、 茨城県、 福井県、 山梨県、 滋賀県、
和歌山県、 香川県、 長崎県

0％～25％ 秋田県、 福島県、 新潟県、 長野県、 鳥取県、 島根県、 愛媛県、 高知県、
熊本県

文科省HP「 令和５ 年４ 月１ 日現在の教員免許を取得できる大学一覧」 より
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論点①

教員養成の高度化（修士レベル化）

リーダー層養成の是非

免許法改正などにより 多様化する教師集
団を牽引するリ ーダーの必要性。

新しい授業スタイルへの対応
個別最適化・ 協働的学びやICT技術の普
及（ AI・ 教育データ活用） に対応するた
めの修士レベル化。

働きながら大学院進学

在職者層の確保。 働きながら自主的に学
ぶためのインセンティ ブの仕組みづく り 。

国際的エビデンスの収集

各国の修士レベル化の現状を踏まえた政
策提言の検討。 教職大学院の存在意義に
も繋がる。

研究者養成、大学教員養成の基盤

多様な研究領域を維持するこ と で、 博士
人材の土台作り に繋げる。

8



論論点①まとめ

教員養成の高度化（ 修士レベル化） は、 教育課題の複雑化・ 高度化に対応し、 「 令和の日本型学
校教育」 を担う 質の高い教師集団を形成するための重要な論点である。 免許制度の見直しや人材の
多様化が進む中、 学校現場では多様な専門性を有する教員を束ね、 教育実践を牽引するリ ーダー層
の育成が強く 求められており 、 その基盤と して修士レベルの体系的かつ専門的な学びが不可欠と
なっている。

特に、 個別最適な学びと 協働的な学びの一体的な推進や、 AI・ 教育データを活用した教育現場に
おける ICT技術の普及など、 新しい授業や学校運営の在り 方に対応するためには、 理論と 実践を往
還しながら高度な判断力・ 実践力を育成する大学院段階での教員養成が重要である。 修士レベル化
は、 こ う した新たな教育ニーズに応える教師の質を制度的に保証する方策であり 、 国立大学は教員
養成の高度化を牽引する中心的役割を担っていく こ と が期待される。

全国的かつ安定的に教員養成を行ってきた実績を有する国立教育系大学・ 学部は、 教職大学院や
修士課程を通じて、 教育実践に根差した高度専門職業人と しての教師養成を推進すると と もに、 教
育委員会と 連携した現職教員の学び直しやリ ーダー人材の育成を担う 役割が求められる。 また、 働
きながら大学院で学ぶこ と が可能な柔軟な履修形態の整備や、 学修成果が処遇やキャリ ア形成に結
び付く よ う なインセンティ ブの仕組みの構築に寄与するこ と は、 国立大学の重要な役割である。

さ らに、 修士レベルにおいて教員養成を行っている諸外国に関する国際的エビデンスを収集・ 分
析し、 政策提言につなげる知的基盤と しての役割も国立大学に求められる。 教員養成全体の質的向
上のため、 修士レベルで将来的な研究者・ 大学教員養成の基盤を強化するこ と も重要である。
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論点②

国立教育系大学・学部と教育委員会の関係

地方の政策形成機能

• 教育委員会の教育政策関係者の養成
• 教職大学院を通じた教育委員会と 大学

の連携。 地域のエコシステムの中核へ。
• 各都道府県と 大学が連携した現状把握

・ 分析による政策提言。 長期的、 構造
的分析などを担う ための知的基盤と し
ての大学の在り 方。

養成―採用―研修の一体化

• 修士レベルにおける学び直しによる更
新制の代替

• 都道府県の研修と 教職大学院での学び
の差別化

• 「 学び直し 」 か「 高度化」 かの方向性
の明確化

• 大学での学習履歴を採用、 研修に引き
継ぐ仕組みづく り
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論論点②まとめ

教員養成の高度化や人材育成を持続的に進める上で、 国立教育系大学・ 学部と 教育委員会と の関
係をいかに再構築するかと いう 重要な論点である。 国立大学には、 地域に根差した教員養成機関と
して、 単なる教員供給の役割にと どまらず、 教育政策形成や人材育成の中核を担う 存在へと 役割を
深化させていく こ と が求められている。

第一に、 国立大学は、 教育委員会と 連携し、 地域の教育課題に即した政策形成機能を支える知的
基盤と しての役割を果たす必要がある。 教職大学院等を通じて、 教育委員会職員や学校管理職候補
と なる人材を育成すると と もに、 都道府県と 大学が協働して現状把握や長期的・ 構造的なデータ分
析を行い、 エビデンスに基づく 政策提言を行う こ と が期待される。 これは、 地域の教育エコシステ
ムの中核と して国立大学が機能するこ と を意味する。

第二に、 養成・ 採用・ 研修の一体化を見据え、 国立大学と 教育委員会の連携を一層強化するこ と
も重要である。 教員免許制度の見直しや更新制の廃止を踏まえ、 大学院における修士レベルでの学
びを、 教員の資質能力の高度化やキャリ ア形成の中でどのよう に位置付けるかが問われている。 国
立大学には、 教育委員会が実施する研修と の役割分担や接続を明確にし、 「 学び直し 」 と 「 高度
化」 の目的を整理した上で、 その中核的役割を担う こ と が求められる。 また、 大学での学修履歴を
採用・ 研修へと 円滑に引き継ぐ仕組みづく り を主導するこ と も期待される。

さ らに、 教職大学院を核と した連携により 、 現職教員が働きながら専門性を高め、 将来的に学校
運営や地域教育を担う リ ーダーへと 成長できるキャリ アパスを構築するこ と も国立大学の重要な役
割である。 これにより 、 大学と 教育委員会が相互補完的に人材育成を担う 関係へと 転換し、 地域の
教育力向上に継続的に貢献するこ と が可能と なる。
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論点③

国立と私立の役割分担

国立大学の強み活用

教育大学ならではの知見や研究成果の提
供。 FD・ SDや実習、 教職課程運営等に
おける連携なども主導。

私立大学の現状と課題

小学校教員養成課程を持つ私立大学の
増加。 一方、 中高の教職課程履修者の
減少等による質低下への懸念。

地域偏在の問題

大学生の都市部就職志向の偏重が課題。
地域密着型の教員養成を行う ための私立
大学の存在意義。

全国私立大学教職課程協会との連携

情報交換や合同研究会などを通じた協
力、 連携体制の構築。
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論論点③まとめ

少子化の進行や教員需給構造の変化を背景に、 国立大学と 私立大学がそれぞれの特性を生かしな
がら 、 持続可能な教員養成体制をどのよう に構築していく かを問う 重要な論点である。

国立教育系大学・ 学部の強みは、 学校種・ 教科を幅広く カバーする総合的な教員養成機能と 、 教
育学・ 教科教育学を基盤と する研究力にある。 地域によっては、 国立大学が小学校教員養成の中核、
あるいは唯一の担い手と なっているこ と もあり 、 地域の教育を支える基盤的インフラ と しての役割
は依然と して大きい。 一方で、 少子化の影響により 、 すべての校種・ 教科を単独で維持するこ と が
困難になり つつある現状もある。

私立大学は、 都市部を中心に教員養成の量的確保に貢献してきた一方、 一部大学の教職課程履修
者数の減少など、 質の維持・ 向上に関する課題も懸念される。 こ う した状況を踏まえると 、 国立と
私立を競合関係と して捉えるのではなく 、 相互補完的な役割分担と 連携を前提と するこ と が不可欠
である。

この点において、 日本教育大学協会と 全国私立大学教職課程協会の連携等が重要になっている。
両協会が、 情報共有や合同研究会、 共同調査等を通じて教員養成,、 の現状や課題を共有し、 教職課
程の質保証や制度改善に向けた共通理解を形成するこ と は、 国立・ 私立を通じた教員養成全体の底
上げにつながると 考えられる。 国立大学は、 その知見や研究成果を広く 私立大学と 共有し、 FD・
SDや実習、 教職課程運営等における連携を主導する役割を果たすこ と が期待される。

また、 地域偏在や教員確保の課題に対しても 、 国立大学が中核と なり 、 私立大学、 教育委員会と
連携した地域全体での人材育成体制を構築するこ と が求められる。 全国的ネッ ト ワーク と 公共性を
有する国立大学が、 私立大学と の協働を通じて教員養成の質と 持続性を支えるこ と が、 今後の教員
養成の将来像において重要と なる。

13



人人材の多様化と免許・課程認定

教職大学の活用

大学院での学びによる、 個々の強み専門
性の更なる伸長。 教育学部出身者以を教
職大学院へ取り 込むこ と で、 人材の多様
化と 質向上を同時に図るこ と が可能。

私立大学での教員養成

教育系大学ではない、 （ 私大の） 一般大
学から教員を輩出するこ と による、 多様
性の担保。 少子化の時代に私立大学の教
員養成機能を維持する意義。

多様化のニーズとそのための免許制度、課程認定基準、教職課程の内容の在り方

多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成のために、 「 養成・ 採用・ 研修の各段階
において、 教職課程の学生や教師が、 生涯を通じてそれぞれの強み専門性を伸ばせるよう
な仕組みにしていく こ と が必要」 であるこ と が検討されている。 強み専門性を備えた
「 チームと しての多様性」 へ。

論点④
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論論点④まとめ

教員不足や教育課題の高度化・ 多様化が進む中で、 多様な背景や専門性を有する人材を教職へと
導きつつ、 教員養成の質をいかに制度的に担保するかは重要な論点である。 教員養成部会では、
「 多様な専門性を有する質の高い教職員集団」 の形成を目指し、 養成・ 採用・ 研修を通じて各教員
の強みや専門性を生涯にわたり 伸ばすこ と を基本理念と して、 免許制度や教職課程の見直しが議論
されている。

今後の免許制度においては、 全ての教員に共通して求められる基礎的資質能力を明確にした上で、
各人の強みや専門性を伸ばす学修を組み合わせる方向性が示されており 、 「 同質的な教師集団」 か
ら 「 チームと しての多様性」 を備えた教師集団への転換が図られよう と している。

こ う した中で、 教職大学院は、 教員一人一人の「 強み・ 専門性」 を深化させる高度な学修の場と
して機能すると 同時に、 免許制度の柔軟化や学修背景の多様化に伴って生じ得る質のばらつきを抑
制し、 教員養成全体の質を保証する中核的な役割を担う こ と が期待される。 特に、 教育学部出身者
に限らず、 私立大学を含む多様な大学で専門的学修を積んだ人材を受け止め、 理論と 実践の往還を
通じて教職と しての専門性へ再構成するこ と は、 質の維持・ 向上につながる。

加えて、 少子化等により 私立大学における教職課程の維持が困難と なるこ と が想定される中、 国
立大学が教育資源や知見を提供し、 私立大学と の連携を通じて教職課程を支えるこ と は、 教員養成
の供給基盤を確保し、 教師集団の多様性を担保する上でも重要である。

国立大学は、 免許・ 課程認定制度の見直しに主体的に関与し、 教職大学院を活用して、 人材の多
様化を教員養成全体の質的向上へと 確実につなげていく 役割を担う こ と が求められている。
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今今後の検討に向けて

修士レベル化の推進
～教員養成の「高度化」と「質保証」を両立～

教育課題の高度化・ 複雑化に対応するため、 修

士レベルの学修を教員養成の中核に位置付ける

こ と が重要（ 国際エビデンスを踏まえた修士レ

ベル化の提言） 。 修士レベル化による、 教員の

キャリ ア形成と 教員養成の質保証を両立させる

仕組み。

連携体制の構築
～養成・採用・研修をつなぐ知的基盤としての大学～

国立・ 私立・ 教育委員会の三者連携モデルの確

立により 、 養成・ 採用・ 研修を一体的に捉える

体制の構築。 教職大学院を核と して地域や制度

を支える知的基盤と しての役割。

多様化への対応
～多様性を教員養成の質的向上につなげる～

免許制度や教職課程の柔軟化により 人材の多様

化が進む中で、 教員養成全体の質的充実につな

げる制度設計が重要。 国立教育系大学・ 学部や

教職大学院は、 多様な学修背景を持つ人材の

「 強み・ 専門性」 を深化させると と もに、 体系

的な質保証をリ ード する中核的役割を担う 。

地域課題への対応
～教員養成を「地域に根差す仕組み」へ～

人口減少や教員需給の地域差が拡大する中、 地

域の実情を踏まえた持続可能な教員養成体制の

構築が不可欠。 国立大学は、 教育委員会や私立

大学と 連携し、 地域に根差した教員養成と 政策

提言を担う 中核的役割を担う 。
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ままとめ①

本報告書では、 「 令和の日本型学校教育」 を担う 教師の養成をめぐり 、 国立教育系大学・ 学部が
果たすべき役割を中長期的な視点から検討してきた。 今後の教員養成の在り 方を構想するにあたっ
ては、 以下の三つの前提条件を踏まえる必要がある。

第一に、 教育人材政策の動向である。 教員不足が続く 中で、 教師の量的確保と 質的向上を同時に
実現するこ と が求められており 、 免許制度や教職課程の見直しを通じて、 人材の多様化と 高度化を
図る方向性が示されている。 第二に、 人口減少と 教員需給の見通しである。 地域によって教員需要
や養成規模に大きな差が生じており 、 全国一律の枠組みでは対応が困難になり つつある。 第三に、
国立と 私立を含む教員養成の現状である。 私立大学を含む多様な大学が教員養成を担う こ と で教師
集団の多様性が確保されてきた一方、 少子化の進行により 教職課程の維持が難しく なる大学も増加
している。

これらの前提を踏まえ、 今後の検討に向けて整理すべき論点と して、 以下の四点を示したい。

①「修士レベル化の推進」
教育課題の高度化・ 複雑化に対応するためには、 学部段階での基礎的養成に加え、 理論と 実践

を往還しながら専門性を深化させる修士レベルの学修が不可欠である。 修士レベル化は、 教員養
成の高度化を図ると と もに、 現職教員の学び直しやリ ーダー人材の育成を含むキャリ ア形成と 接
続するこ と で、 教員養成の質保証を制度的に支える重要な軸と なる。

②「連携体制の構築」
教員養成の高度化や多様化を実効あるものと するためには、 大学と 教育委員会、 国立大学と 私

立大学が連携し、 養成・ 採用・ 研修を一体的に捉える体制を構築する必要がある。 国立大学は、

17



ままとめ②

教職大学院を核と して、 現職教員の高度研修や政策形成を支える知的基盤と して機能すると と も
に、 大学間連携による教育資源の共有を通じて、 教員養成全体の質を支える役割を担う こ と が期
待される。

③「多様化の制度整備」
免許制度や教職課程の柔軟化により 、 教員養成に参入する人材の背景や専門性は今後さらに多

様化していく 。 こ う した多様な専門性を教育の文脈に再構成し、 教員養成全体の質的向上につな
げるための制度設計が重要と なる。 国立の教育系大学・ 学部や教職大学院は、 多様な学修背景を
持つ人材の「 強み・ 専門性」 を深化させる場と して機能すると 同時に、 教職課程全体の質保証を
リ ード する中核的な役割を果たすこ と が求められる。 また、 少子化等により 私立大学における
教職課程の維持が困難と なる中、 国立大学が教育資源を提供し、 大学間連携を通じて教職課程の
維持を支えるこ と は、 教師集団の多様性を担保する観点からも重要である。

④「地域課題への対応」
人口減少や教員需給の地域差が拡大する中で、 教員養成を全国一律の枠組みで捉えるこ と には

限界が生じている。 国立大学は、 地域に根差した教員養成機関と して、 教育委員会や私立大学と
連携し、 地域の実情を踏まえた人材育成や政策提言を行う こ と で、 地域の教育を支える持続可能
な教員養成体制の構築に貢献するこ と が求められる。

以上の三つの前提条件と 四つの論点を踏まえ、 国立教育系大学・ 学部は、 修士レベルの学びを中
核に据えつつ、 連携と 多様性を生かした教員養成の質保証を担う 公共的基盤と しての役割を一層明
確にしていく 必要がある。 人材の多様化を教員養成全体の質的向上へと 確実につなげる視点こそが、
今後の制度改革における最も重要な鍵と なる。
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●●教員不⾜と少⼦化等による⾼等教育（教員養成）の縮⼩

●教員養成の事情は都道府県によって様々

【本シンポジウム開催の前提となる問題意識について】

・量的、質的な観点からマクロな現状把握が必要。
・地域特性にかかるミクロな現状把握が必要。
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